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小特集 アフリカの農業・農村開発
―TICAD IIIに向けて―

特 集 の 趣 旨

我が国とアフリカ諸国との交流が本格的に開始されたのは，第二次世界大戦後であり，その歴史は半世紀に満ちません。しかし

ながら，１９９３年と９８年に東京でアフリカ開発会議（TICAD）を開催するなど，我が国の対アフリカ開発支援に対する貢献とさら
なる期待は極めて大きいものとなっています。

歴史の負の遺産に苦しめられてきたアフリカは，現在なお，貧困，紛争，難民，感染症，水資源，環境破壊等，さまざまな困難

に直面しています。このような困難を克服し，持続的な開発を成し遂げるためには，農業・農村開発と一体的に進めていくことが

必要であり，農業土木学に係る研究者および技術者のアフリカの農業・農村開発に対する積極的な参加が求められています。

このような状況のもと，我が国で開催予定の２００３年 TICAD IIIの開催を控え，学会誌では「アフリカの農業・農村開発―TICAD
IIIに向けて―」というテーマに焦点を当て，小特集を企画しました。本小特集がアフリカ諸国の抱える問題解決の一助となるこ
とを期待します。

２． アフリカの農業開発協力と農村開発手法

西牧 隆壯

わが国政府開発援助によるアフリカ農業・農村開発の実情に

ついて，国際協力事業団の活動を通して紹介する。アフリカ農

業・農村開発の国際的な流れを説明したうえで，国際協力事業

団の実施している「住民参加型による小規模総合農村開発」の

必要性と手法について述べ，あわせて日本が得意とする「稲作

による農村振興」の今後の方向についても述べる。

（農土誌７０―１１，pp．９～１２，２００２）
政府開発援助（ODA），国際協力事業団（JICA），アフ

リカ，セクタープログラム，参加型開発，開発調査

３． アフリカの農業・農村開発の課題とポテンシャル

筒井 暉

現在，アフリカでは食料不足が慢性的に深刻化しつつあり，

単に農業技術の普及のみならず，内政の安定化こそが住民の生

活水準向上にとって不可欠である。

サハラ南部のアフリカにおいては，エイズの流行が深刻な問

題となっており，FAOによれば１９８５年以来，２５の国々におい
て７００万人の農業労働者が亡くなり，死者は今後２０年間に

１６００万人に上ると予想されている。

アフリカの今後の灌漑開発にあたっては，技術的な要因より

は伝統的な経済性が重要であり，近代的な灌漑設備が実効をあ

げるまでには農民たちの意識改革や，社会変動，そしてそのた

めの十分な経済的技術的な援助が必要であることを認識するべ

きである。

（農土誌７０―１１，pp．１３～１６，２００２）
土地の低位生産性，灌漑適地の不在，労働生産性の低位

化，HIV-AIDSの蔓延化

１．２１世紀アフリカ農村開発の展望

高瀬 国雄

１９６０年代に始まったアジアの「緑の革命」が，２１世紀に入っ

た今，３５年も遅れてやっと始まろうとしている。この大きな

差は，どこからきたのか。アフリカ独立後４０年の足跡，アフ

リカ農業の特性，日本・アジアのコメ生産との比較，世界銀行

などドナーのアフリカ開発戦略の変遷，東京アフリカ開発会議

（TICAD）の経緯を追跡することにより，「技術」のみでなく，
「人間」「環境」条件の差異を指摘した。この反省と教訓の上に

立って，きたるべき TICAD III（２００３年１０月）を目前に，日
本がアフリカ農村開発に貢献するための５大提案を行った。政

府・大学・民間・NGOなど関係者すべてが，全日本をあげて
行う協力こそ，これを達成できる方策であろう。

（農土誌７０―１１，pp．３～７，２００２）
東京アフリカ開発会議（TICAD），政府開発援助（ODA），

アフリカ開発新パートナーシップ（NEPAD），アフリカ

米新品種（NERICA）

４． アフリカにおける飢餓人口の削減と土地・水に対する投資

吉永 健治・渡邉 和眞

１９９６年の世界食料サミットにおいて，世界の飢餓人口を

２０１５年までに半減させることが宣言されたが，５年後の現在も

その減少は思うほど進んでいない。飢餓人口の持続的削減のた

めには，開発途上国の自立可能な食料増産のための生産要素で

ある土地・水への投資が不可欠である。しかし，ここ十数年途

上国における土地・水に対する投資の減少は著しい。飢餓人口

削減の必要性が強調される一方で，土地・水に対する投資が減

少するというパラドックスが生じている。本報では，飢餓人口

の変動，食料生産と食料へのアクセス，土地・水の開発可能量

と投資，さらにこの問題に対する NEPADのイニシアティブ，
TICAD IIIに向けた取組みなどについて言及する。

（農土誌７０―１１，pp．１７～２１，２００２）
飢餓人口の削減，食料生産とアクセス，土地・水に対す

る投資，NEPAD，TICADIII



５． SSA地域における食料問題と灌漑・農村開発の展望

北村 義信・矢野 友久

サブサハラ・アフリカ（以下，「SSA地域」）では，急速な人
口増加と頻発する干ばつにより，食料不足は年々増加の傾向に

あり，輸入と食料援助に頼る傾向をますます強くしている。こ

のことが，SSA地域の恒常的な貧困と経済の不安定，社会不安
をもたらし，さらなる人口増加と土地劣化に拍車をかけてい

る。この地域における食料の確保と貧困の緩和のためには，安

価で効率のよい小規模な灌漑施設の整備が前提となる。このた

め，人口増加に見合う食料確保の観点から，地域内における灌

漑政策案を提案した。降雨依存農地においては，ウォーターハー

べスティングなど小規模な水土保全対策を，流域単位で展開し

ていくことの重要性を強調した。

（農土誌７０―１１，pp．２３～２７，２００２）
サブサハラ・アフリカ（SSA），食料の安定供給，灌漑

開発，水土の保全・管理，ウォーターハーべスティング，

ネリカ米

７． 西アフリカにおける自立的展開が可能な小規模谷地田開発

若月 利之

過去３０年，西アフリカの５穀の中で米は２８０％増産し，唯

一人口増加率を凌駕した。消費も急増したので輸入もまた増加

した。しかしこの増産は，森林破壊と陸稲の拡大による環境破

壊型の増産であった。陸稲に代わる持続可能な水田開発が必要

であるが，水田の拡大は現在頓挫している。過去の ODA方式
では開発費用が高いため，５t/haの収量を得ても経済的に成り
立たない。大規模灌漑，現在主流の小規模灌漑方式もこの問題

を解決できていない。本報では，研究・開発・普及を一体化し

農民たちの自立的活動を基本とする，３０００～４０００ドル/haの開
発費で，３～５t/haの収量を実現できるエコテクノロジー型の
新たな谷地田水田開発方式（谷地田農法）を提案した。

（農土誌７０―１１，pp．３３～３８，２００２）
谷地田農法，水田仮説，エコテクノロジー型開発，谷地

田水田開発，西アフリカ，参加型開発，内陸小低地，陸

稲栽培

６． 国際農林水産業研究センターのアフリカにおける共同研究

濱田 浩正

国際農林水産業研究センター（JIRCAS）は，開発途上国との
研究協力を通じて世界の食料・環境問題の解決に貢献すること

を目的として研究を実施している独立行政法人である。JIRCAS
の研究重点地域の一つに，貧困問題の解決を目指しているアフ

リカがある。

JIRCASでは研究協力を通じて問題の解決を図ることから，
途上国の研究機関との連携が不可欠である。本報では，JIRCAS
のアフリカにおける研究を連携協力機関別に紹介する。

（農土誌７０―１１，pp．２９～３１，２００２）
アフリカ，国際農林水産業研究センター，国際農業研究

協議グループ，国際肥料開発センター，マリ国農村経済

研究所，国際昆虫生理生態学センター

８． サヘル地域砂漠化防止対策技術集について

奥平 浩

緑資源公団は，農林水産省の補助金調査として，西アフリカ

のサヘル地域の砂漠化防止に資するために，ニジェール国を中

心にマリ国，ブルキナ・ファソ国において１９８５年度から２０００

年度までに砂漠化防止のための技術を確立するため３件の調査

を実施した。これらの調査を通じて得たサヘル地域の砂漠化防

止事業実施に必要な技術，知見，ノウハウ等を「サヘル地域砂

漠化防止対策技術集」としてとりまとめた。�計画策定，�住
民組織育成，�水資源開発，�水資源利用，�農地保全，�農
業，�牧畜，�植林の８編のマニュアルからなる，この技術集
の内容を紹介する。

（農土誌７０―１１，pp．３９～４２，２００２）
砂漠化，西アフリカ，サヘル地域，農牧林業開発，農村

開発，地球環境保全

１０． タンザニア国における貧困削減のための参加型農村開発

平田 四郎・仲田 茂・羽石 祐介・岩崎 敬子

タンザニア国コースト州貧困農家小規模園芸開発実証調査

は，JICAの開発調査として，２００１年１月から２００４年３月ま
での予定で始まり，現在に至っている。本調査の基本姿勢は，

「自立発展性があり継続性のある事業を開発する」ことである。

このような事業とするためには，住民並びに行政府職員のエン

パワーメント（能力および意識の向上）と自主性の開発が最も

重要であると判断し，事業を参加型で実施検証する中でこれら

の試みを実施してきた。その結果，コミュニティーと行政の間

のパイプが太くなり，社会資本の強化がなされてきている。本

報は，現在までの本調査の実施過程（プロセス）および判明し

た問題点を述べたものである。

（農土誌７０―１１，pp．４７～５０，２００２）
参加型開発，グループ化の促進，キャパシティービル

ディング，構造貧困，インプットクレジット

９． アフリカのサヘル地帯における気象特性と持続的な灌漑計画

山本 太平・アムメンサ フレドリック・藤巻 晴行・宇都宮 淳

本研究ではアフリカのサヘル地帯における持続的な灌漑計画

の確立を目的にする。まずサヘル地帯のうち，５カ所の乾燥地

を取上げ，灌漑計画に必要な二，三の気象特性について検討し

た。降水量の確率計算から平年では作物生育に比較的恵まれた

降水条件を有するが，干ばつ年における降水量の減少が著し

い。次に降雨の集水タンクを有する小規模マイクロ灌漑システ

ムについて提案した。降雨量，降雨の集水量，灌漑面積，灌漑

効率，作物の蒸発散量，純灌漑水量等を考慮した計算モデルを

用いて検討した。初期満水状態のタンク水量が枯渇しない適正

エプロン面積は，タンクの容量が１０００m３の場合２５０～１１００m２

程度を示し，Perkera＞Accra＞Tamale＞Kumasi＞Torodiの順
位になった。さらに降雨量の多い地域ほどマイクロ灌漑方式に

よる水源水量の節減効果がみられた。

（農土誌７０―１１，pp．４３～４６，２００２）
ウォーターハーベスト，小規模灌漑システム，マイクロ灌漑，

エプロン面積，タンク容積，ケニア，ガーナ，ニジェール
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１１． ケニア国における小規模灌漑事業推進のためのガイドライン

辻下 健二・荻野 芳彦

ケニアをはじめとする東・南アフリカ地域では，小規模灌漑

事業を「国家開発計画」の優先課題として取組んでいる。低コ

ストで在来技術と資材を利用した灌漑事業，小規模農民による

事業推進と管理運営を目的としている。主たる理由は，大規模

灌漑事業の政府機関による非効率的な管理運営と管理コスト

（政府負担）の増高，農民の水管理への無関心等による灌漑効

率の低下等の反省点と，積極的には小規模農民の経営の安定

化，農村の経済活性化と地域振興，農村のしいては国全体の食

料・カロリーの安定供給等が上げられる。本報は，国際協力事

業団が行っているケニアにおける小規模灌漑事業の推進のため

のガイドラインづくりの経緯と成果を紹介する。

（農土誌７０―１１，pp．５１～５４，２００２）
海外技術援助，小規模灌漑，ガイドライン，持続可能な

開発，国際協力事業団，ミニプロ

１２． 西アフリカのマリ国における住民参加型農村開発事業

大須賀公郎

住民参加型農村開発事業の実例として，マリ国セグー地方南

部で実施中の実証事業の内容を述べる。この事業の手法は，地

域に存在する自然・社会（人的資源含む）・経済資源を住民主

導で開発し，管理していこうというもので，西アフリカでは「テ

ロワール管理」手法と呼ばれている。中間評価の結果では，パ

フォーマンスの高い村を作る方法は，「住民の教育レベルをあ

る程度まで高めた上で，質の高いファシリテーターを配置し，

村と外部の支援機関との信頼関係を構築しつつ，村のリーダー

の能力向上に注力すること」という，言わば当たり前の結論が

導かれた。このことは，西アフリカの農村開発にとって人的資

源開発の重要性を再認識させるものである。

（農土誌７０―１１，pp．５５～５８，２００２）
参加型開発，住民参加，テロワール管理，PRA

（講 座）

農業土木技術者のための生き物調査（その３）

―水生大型甲殻類調査法―

マークジョセフ グライガー・前畑 政善

水田地帯に出現する大型甲殻類には，鰓脚類のカイエビ類，

ホウネンエビ，カブトエビ類，並びに軟甲類のエビ・カニ類な

ど合わせて１０数種が挙げられる。これらは生態特性から便宜

上，水田内で繁殖するもの，小溝・水路で繁殖するもの，水田

地帯に一時的に侵入するものに大きく３区分できる。調査に際

しては，まずその目的を明確にしておくことが最重要であり，

また予備調査は欠かせない。定性調査ではサーバーネット，タ

モ網，モンドリなど可能な限り多様な漁具・漁法を駆使し，定

量調査ではコドラートや流下物採集ネットなどを使用する。な

お，採集用ネット，コドラート等の形状は，水田や小溝等の特

殊性を考慮して工夫する必要がある。甲殻類は，概して夜行性

の種が多いため，夜間調査が有効であると思われる。

（農土誌７０―１１，pp．５９～６５，２００２）
水田，カイエビ類，ホウネンエビ，カブトエビ類，十脚目


